
次の定例会は平成29年 ８ 月３１日（木）開会予定です。

議会基本条例は、平成２８年 ３ 月に小金井市議会の最高規範
として制定し、同年 ８月 １日から施行となりました。本条例
の理念を議員間で共有するため、全議員が出席する内部の勉
強会としての研修会を、 ５月１２日に開催しました。

活
発
な
質
疑
が
行
わ
れ
た
議
員

研
修
会

当日は、森戸副議長、宮下議会運営副委員長が講師となり、
各条項の説明を行った後、質疑を行い、理解を深めました。

反
対
討
論
（
要
旨
）

�

吹
春
や
す
た
か
（
自
民
党
・
信
頼
）

国
際
組
織
犯
罪
防
止
条
約
は
、
東

京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ

ク
の
開
催
を
控
え
、
テ
ロ
を
含
む
組

織
犯
罪
の
未
然
防
止
に
万
全
の
態
勢

を
整
え
る
必
要
が
あ
り
、
こ
の
条
約

に
加
盟
す
る
こ
と
に
よ
り
国
際
社
会

と
の
連
携
が
強
化
さ
れ
る
も
の
で
あ

る
。
テ
ロ
等
準
備
罪
に
は
厳
格
な
要

件
が
定
め
ら
れ
、
国
民
の
一
般
的
な

社
会
生
活
上
の
行
為
が
テ
ロ
等
準
備

罪
に
当
た
る
も
の
で
は
な
く
、
ま
し

て
や
内
心
を
処
罪
す
る
も
の
で
は
な

い
。
国
際
犯
罪
組
織
に
各
国
と
協
力

し
て
立
ち
向
か
う
こ
と
は
政
府
に
課

せ
ら
れ
た
国
際
的
な
責
任
で
あ
る
。

賛
成
討
論
（
要
旨
）

�

水
上
洋
志
（
日
本
共
産
党
）

「
共
謀
罪
」
法
案
は
、
審
議
す
れ

ば
す
る
ほ
ど
思
想
・
良
心
の
自
由
を

侵
害
す
る
法
案
の
危
険
性
が
浮
き
彫

り
に
な
り
、
ど
の
世
論
調
査
も
、
政

府
の
説
明
に
納
得
し
て
い
な
い
国
民

は
多
数
で
あ
る
。「
国
際
ペ
ン
」
や

国
連
人
権
理
事
会
の
報
告
者
か
ら
の

批
判
な
ど
、
国
際
的
に
見
て
も
危
険

な
内
容
で
あ
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ

る
。
国
会
質
疑
で
は
、
一
般
人
が
当

局
の
判
断
次
第
で
捜
査
や
処
罰
の
対

象
と
さ
れ
る
危
険
性
が
浮
き
彫
り
に

な
っ
た
。
こ
の
法
案
が
、
テ
ロ
対
策

に
は
な
ら
な
い
こ
と
は
明
ら
か
で
あ

り
、
撤
回
を
求
め
る
。

反
対
討
論
（
要
旨
）

�

小
林
正
樹
（
公
明
党
）

日
本
で
今
後
開
催
さ
れ
る
国
際
大

会
を
断
じ
て
テ
ロ
の
標
的
に
さ
せ
な

い
た
め
に
、
❶
国
際
組
織
犯
罪
防
止

条
約
の
締
約
国
に
な
る
こ
と
、
❷
締

約
国
に
な
っ
て
い
な
い
の
は
Ｇ
７
で

は
日
本
だ
け
で
あ
る
こ
と
、
❸
本
法

案
は
条
約
加
盟
に
必
要
な
法
整
備
で

あ
る
こ
と
の
、
以
上
、
大
き
く
３
点

指
摘
し
、
反
対
の
理
由
と
す
る
。
そ

も
そ
も
、
法
案
審
議
を
遅
ら
せ
て
い

る
民
進
党
は
、
政
権
期
間
中
に
公
約

を
実
現
で
き
な
か
っ
た
理
由
を
国
民

に
説
明
し
、
テ
ロ
か
ら
国
民
を
守
る

に
は
ど
う
す
べ
き
か
、
具
体
的
対
案

を
示
す
べ
き
で
あ
る
。

反
対
討
論
（
要
旨
）

�

斎
藤
康
夫
（
市
民
会
議
）

本
法
案
改
正
は
テ
ロ
等
の
凶
悪
犯

罪
を
未
然
に
防
ぐ
た
め
に
必
要
不
可

欠
な
改
正
で
あ
る
。
ま
た
、
国
際
組

織
犯
罪
防
止
条
約
（
Ｔ
Ｏ
Ｃ
）
を
締

結
す
る
た
め
に
も
必
要
で
あ
る
。
組

織
的
犯
罪
集
団
が
、
犯
罪
を
計
画
し
、

準
備
行
為
を
行
っ
た
場
合
に
適
用
さ

れ
る
も
の
で
あ
り
、
一
般
市
民
を
対

象
と
し
た
も
の
で
は
な
い
と
考
え
る
。

警
察
権
力
の
乱
用
は
危
惧
さ
れ
る
が
、

人
命
に
関
わ
る
犯
罪
を
阻
止
す
る
こ

と
を
優
先
す
べ
き
で
あ
る
。
犯
罪
を

共
謀
罪
の
趣
旨
を
含
む
組
織
的

な
犯
罪
の
処
罰
及
び
犯
罪
収
益

の
規
制
等
に
関
す
る
法
律
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に

つ
い
て
撤
回
を
求
め
る
意
見
書

東
京
都
に
、「
原
発
に
頼
ら
な
い
東

京
都
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入

計
画
」の
策
定
を
求
め
る
意
見
書

賛
成
討
論
（
要
旨
）

�

渡
辺
ふ
き
子
（
公
明
党
）

公
明
党
が
先
導
し
て
進
め
て
き
た

省
エ
ネ
先
進
都
市
東
京
の
取
組
で
は
、

２
０
１
０
年
か
ら
都
内
１
千
300
の
大

規
模
事
業
所
に
温
室
効
果
ガ
ス
削
減

義
務
を
課
し
、
２
０
１
４
年
ま
で
の

５
年
間
で
１
千
400
万
ト
ン
を
削
減
。

２
０
１
９
年
ま
で
に
、
こ
れ
を
倍
す

る
削
減
目
標
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、

一
般
家
庭
や
都
バ
ス
等
へ
の
再
エ
ネ

導
入
も
着
実
に
進
め
て
い
る
。
Ｃ
Ｏ

２
排
出
量
世
界
第
５
位
の
日
本
に
あ

っ
て
、
国
の
最
大
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
地
東
京
こ
そ
が
、
国
を
リ
ー
ド
す

る
再
エ
ネ
の
普
及
促
進
を
果
た
す
べ

き
と
考
え
る
た
め
、
賛
成
す
る
。

計
画
す
る
者
に
と
っ
て
は
不
都
合
な

法
改
正
で
あ
る
が
、
市
民
に
と
っ
て

は
無
縁
な
法
改
正
で
あ
る
。

議　

決　

結　

果

○：賛成　 ×：反対　 △：退席　 議：議長（原則、採決には加わらず）
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性犯罪に関する刑法の一部を
改正する法律の今国会での成
立を求める意見書

本刑法改正案が成立すれば、１１０年ぶりの大幅改正。強姦罪の法定
刑下限の懲役 ３ 年から ５ 年への引上げ、親告罪の規定削除、監護者
わいせつ罪等の新設により、１８歳未満の被害者が救済される。強姦
罪の名称を強制性交等罪として性差をなくし、男性やセクシュアル
マイノリティの被害が正当に取り扱われるよう国に求める。

○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

共謀罪の趣旨を含む組織的な
犯罪の処罰及び犯罪収益の規
制等に関する法律等の一部を
改正する法律案について撤回
を求める意見書

「共謀罪」法案が、 ５ 月２３日の衆議院本会議で強行採決された。憲
法が保障する思想及び良心の自由を侵しかねない法案を、国民の理
解が十分得られていない中で強行採決したことは、議会制民主主義
をも踏みにじる暴挙である。審議が尽くされたと言えない現状で
あり、数の力で押し通すことに道理はない。法案の撤回を求める。

× × × 議 × ○ ○ ○ ○ × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ ○ 原案可決

森友学園、加計学園疑惑の真
相究明を求める意見書

加計学園の獣医学部開設をめぐり、国家戦略特区が恣意的に利用さ
れた疑惑は、国民の政治に対する不信感を作り出すものとなってい
る。森友学園疑惑についても真相が解明されず、闇の中にある。安
倍昭恵氏や文部科学省前事務次官など関係者の国会招致を行い、一
連の疑惑に対する真相解明を行うことを求める。

× × × 議 × ○ ○ ○ ○ × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ △ ○ ○ 原案可決

東京都に、「原発に頼らない東
京都再生可能エネルギー導入
計画」の策定を求める意見書

柏崎刈羽原発の再稼働を止めるには、電力の最大消費地の東京か
ら、原発に頼らない再生可能エネルギー導入計画を作り、国を動か
すことが重要。都と都知事に対し、「環境基本計画」を前倒して、２０３０
年に都内の再生可能エネルギーの電力利用割合を５０％とする「原発
に頼らない東京再生可能エネルギー計画」策定を求める。

○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

「原発事故子ども・被災者支
援法」に基づく支援の充実を
求める意見書

原発事故子ども・被災者支援法に基づき、経済的に困窮する避難者
の実態把握、住宅無償提供打切りの見直し、基準以下収入の避難者
を生活保護や家賃支援の対象とすること、復興大臣は避難当事者や
支援者の意見を施策に反映すること、「福島県の子どもたちを対象
とする自然体験・交流活動支援事業」の充実を求める。

○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

高浜発電所 ３ ・ ４ 号機の再稼
働に抗議し、「原発ゼロ」の実
現を求める意見書

関西電力は、高浜原発 ３ ・ ４ 号機を、およそ １ 年 ３ か月ぶりに再稼
働した。１４基の原発が林立する福井県の若狭湾岸では、複数基によ
る重大事故が発生する可能性が否定できず、事故時の避難態勢は脆
弱性が指摘されている。福島原発事故の経験や全原発停止の間、電
力は足りていたことからも、原発ゼロの実現を求める。

× × × 議 × ○ ○ ○ ○ × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 原案可決

供託金制度の見直しを求める
意見書

国政選挙や町村議員選挙を除く地方選挙へ立候補するには、供託金
が必要。国政選挙は、比例区６００万円・選挙区３００万円と高額で、没
収点も高く立候補の障壁となっている。現行制度は供託金を用意
できない者の被選挙権を奪い、憲法第４４条の理念に反する。広く市
民の被選挙権を保証するため、供託金制度の見直しを求める。

○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ × × × ○ × 原案可決

東京都として来年度国民健康
保険料の負担軽減のために財
政出動等を求める意見書

２０１８年度から国民健康保険制度の変更が予定されている。多くの
区市町村が赤字のため、一般会計から繰り入れている中、国が都道
府県化により値上げと徴収強化で赤字解消を図ろうとしているこ
とが懸念される。社会保障制度としての国保制度を堅持し、来年度
の保険料を値上げしないよう、都に財政措置を行うことを求める。

○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 原案可決

意見書・決議の審議結果
※　可決された意見書は、国等への関係機関に送付しました。
　　要旨原稿は提案議員が作成しています。

共：日本共産党小金井市議団
緑：緑・市民自治こがねい
リ：リベラル保守の会
明：小金井の明日をつくる会
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【会派略称】
公：小金井市議会公明党
お：小金井をおもしろくする会
改：改革連合

議会基本条例議員研修会を開催しました
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